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Q&A 人口減少対策と若者定住 ／ 未利用財産の活用と処分 について

Q&A 本市の財政は強い！だからこそ将来の人口減少社会に果敢にチャレンジを！

持
続
的
に
発
展
す
る
た
め
の
施
策

	

本
市
の
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
で
は
、

２
０
６
０
年
に
5.3
万
人
の
人
口
を
設

定
し
て
お
り
、
将
来
人
口
は
約
25
％

減
少
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。
そ

の
分
、
そ
れ
に
伴
い
税
収
減
少
も
見

込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
地
域
社
会
を

維
持
し
て
い
く
た
め
に
は
大
き
な
構

造
変
化
が
必
要
と
な
る
。
私
は
人
口

が
減
る
社
会
を
暗
い
未
来
と
は
考
え

て
い
な
い
。
本
当
に
大
切
な
も
の
を

選
び
取
れ
る
社
会
へ
変
化
す
る
チ
ャ

ン
ス
だ
と
捉
え
て
い
る
。
行
政
が
全

て
を
支
え
る
時
代
か
ら
、
市
民
・
企

業
・
行
政
が
力
を
合
わ
せ
る
時
代

へ
。
税
金
を
増
や
し
続
け
る
未
来
で

は
な
く
、工
夫
と
参
加
、自
助
努
力
で

支
え
合
う
未
来
へ
。
市
民
が
強
く
な

る
ま
ち
を
目
指
し
、
将
来
の
子
供
た

ち
が
自
由
を
持
っ
て
自
分
の
人
生
を

切
り
開
い
て
い
く
幸
せ
を
享
受
で
き

る
ま
ち
に
し
た
い
と
心
か
ら
願
っ
て

い
る
。

　

以
上
の
点
を
踏
ま
え
、
将
来
的
な

人
口
減
少
対
策
と
若
者
定
住

	

若
者
の
転
出
理
由
と
若
者
が

「
帰
っ
て
き
た
く
な
る
ま
ち
」
に
す

る
た
め
の
具
体
策
は
。

	

10
代
は
進
学
、
20
代
は
就
職
、

30
代
は
転
勤
・
結
婚
で
転
出
。
就
職

支
援
、
奨
学
金
返
還
支
援
、
結
婚
新

生
活
支
援
、
住
宅
取
得
補
助
、
子
育

て
支
援
な
ど
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応

じ
た
切
れ
目
の
な
い
施
策
を
展
開

し
、
Ｕ
Ｉ
Ｊ
タ
ー
ン
や
定
住
促
進
を

図
っ
て
い
る
。

	

若
者
定
住
の
た
め
の
具
体
的

な
数
値
目
標
は
。

	

20
～
34
歳
ま
で
の
転
入
・
転
出

の
差
を
▲
200
人
以
内
、
30
代
の
フ
ァ

ミ
リ
ー
層
は
＋
30
人
維
持
、
新
規
企

業
立
地
４
社
増
、
創
業
30
件
増
を
目

標
設
定
。

	
移
住
者
の
受
け
入
れ
施
策
は
。

	
移
住
希
望
者
に
本
市
の
魅
力

を
積
極
的
に
発
信
す
る
「
ウ
ェ
ル
カ

ム
た
つ
の
！
移
住
定
住
応
援
事
業
」、

転
入
者
や
市
内
在
住
の
若
者
が
新
た

税
負
担
の
あ
り
方
特
に
現
役
世
代
へ

の
減
税
施
策
に
つ
い
て
は
ど
う
か
。

	

国
に
お
い
て
こ
れ
ま
で
の
制

度
継
続
を
前
提
と
す
れ
ば
現
在
よ

り
も
税
・
社
会
保
険
料
の
負
担
は

高
く
な
る
と
示
さ
れ
て
い
る
。
本
市

財
政
に
お
い
て
は
、
将
来
世
代
の
負

担
が
増
え
る
傾
向
に
は
な
く
、
健
全

性
は
非
常
に
高
い
。
減
税
に
つ
い
て

は
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
縮
小
に
直
結

す
る
こ
と
か
ら
、
本
市
独
自
で
の
議

論
は
非
常
に
困
難
と
考
え
る
。

	

市
の
サ
ー
ビ
ス
を
善
意
で
支

え
て
く
だ
さ
っ
て
い
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
団
体
や
、
そ
の
活
動
を
支
援
し
て

く
だ
さ
っ
て
い
る
企
業
な
ど
の
支

援
が
少
な
く
な
る
こ
と
は
人
口
や

税
収
の
減
少
以
上
に
行
政
運
営
に

影
響
を
及
ぼ
す
と
考
え
る
。
市
民

へ
の
主
権
者
教
育
の
充
実
に
加
え
、

企
業
の
地
域
貢
献
を
制
度
的
に
後

押
し
す
る
仕
組
み
に
つ
い
て
検
討

し
て
は
ど
う
か
。

	

現
時
点
で
具
体
的
な
も
の
は

な
い
が
、
企
業
に
よ
る
多
種
多
様
な

地
域
貢
献
活
動
は
本
市
の
賑
わ
い

創
出
や
魅
力
向
上
に
つ
な
が
っ
て
い

く
も
の
で
あ
る
た
め
、
他
自
治
体
の

取
り
組
み
な
ど
を
も
と
に
「
認
定
企

業
制
度
」
の
創
設
な
ど
に
つ
い
て
調

査
研
究
し
て
い
く
。

に
住
宅
を
取
得
す
る
費
用
等
の
一
部

を
補
助
す
る
「
定
住
促
進
住
宅
取
得

支
援
事
業
」
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
「
移
住
・
定

住
特
設
サ
イ
ト 

た
つ
の
で
く
ら
す
」

を
開
設
し
、
移
住
者
の
受
け
入
れ
施

策
を
積
極
的
に
周
知
。
今
後
、
本
格

的
な
移
住
を
す
る
前
に
、一
定
期
間
、

本
市
で
の
生
活
を
体
験
し
て
い
た
だ

く
「
お
試
し
移
住
制
度
」
を
調
査
・

研
究
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考

え
て
い
る
。

未
利
用
財
産
の
活
用
と
処
分

	

未
利
用
土
地
財
産
の
現
状
は
。

	

道
路
・
河
川
事
業
用
地
の
残
地
、

住
宅
跡
地
、
保
育
園
跡
地
な
ど
11
箇

所
、約
７
，０
０
０
㎡
が
未
利
用
。
除

草
委
託
約
50
万
円
／
年
、
今
年
度
は

約
900
㎡
を
売
却
。

	

活
用
方
針
や
判
断
基
準
は
。

	

公
共
利
用
→
地
域
意
向
確
認

→
売
却
・
貸
付
の
順
で
検
討
。
地
域

経
済
の
活
性
化
や
雇
用
創
出
を
主
眼

と
し
て
い
る
が
、
市
街
化
調
整
区
域

や
狭
小
・
不
整
形
地
が
多
く
有
効
活

用
に
苦
慮
し
て
い
る
。
土
地
需
要
に

注
視
し
つ
つ
、
財
政
負
担
軽
減
等
に

資
す
る
よ
う
取
り
組
む
。

そ
の
他
の
質
問
事
項

●「
地
域
で
稼
げ
る
仕
事
づ
く
り
」

●「
地
域
活
性
化
へ
の
更
地
活
用
」
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